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MELジャパン 生産段階取得漁業 概要 

(大船渡さんま棒受け網漁業) 

Ⅰ． 申請者 

   名    称：  鎌田水産株式会社  

   代   表   者：   社長 鎌田 仁 

  所  在  地：  岩手県大船渡市赤崎町鳥沢 164-2 

  事 業  内 容：   さんま棒受け網漁業   

 

Ⅱ． 申請された漁業 

   認証対象魚種： サンマ （Cololabis saira） 

  業  種    ： さんま棒受け網漁業 

  漁  場    ： 北西太平洋海域（一部ロシア水域を含む北海道沖合から 

三陸～房総沖合） 

  認証対象者  ： 鎌田水産株式会社及び所属漁船3隻 

          第15三笠丸（169t） 

第18三笠丸（199t） 

第 8三笠丸（199t）： 2012年7月末に完成。本船は第15海鷹丸（平

成23年廃船）の代替船にあたる。 

 

.審査開始日 

平成24年6月28日から開始 

 

Ⅳ．北西太平洋海域のさんま棒受け網漁業の特徴 

1. 漁獲対象魚の生物学的特徴  

・標準和名：サンマ（図1） 

・英名：saury 、Pacific saury  

・科目: ダツ目サンマ科  

・学名： Cololabis saira  

・系群：太平洋北西部系群 

 

分布：サンマ科に属する魚

は、世界に４種類いる。日本

で食べられるサンマ

（Cololabis saira）は、太平 

洋北西部系群に属し、北太平

洋のほぼ全域にわたって分布

 

図1  サンマ 

図2 サンマの分布域と漁場 
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し、広く回遊を行っている（図2）。従来サンマは近海の魚であると考えられていたが、サ

ンマの分布は日本近海には少なく、むしろ東経155〜170度付近に至る沖合域に多い。 

 

回遊：黒潮の影響がある海域で産卵したサンマは春季水温の上昇とともに北上・索餌回遊

を行ない、夏季には道東から千島列島沿岸の親潮域・オホーツク海に達する。その後、成

熟の進展に伴って南下する。秋には北日本の太平洋岸沖合に回遊する。 

 

産卵：産卵は夏季を除いてほぼ１年を通じて行われ、北西太平洋においては、主産卵場は

秋季及び春季には三陸・常磐海域に、冬季には伊豆近海から薩南海域に形成される。産卵

が盛んなのは、冬と推定されている。産卵場は表面水温15℃以上の黒潮あるいは黒潮の影

響がある海域である。1シーズンに何回も産卵し、大型魚の1回当たりの産卵数は平均2000

〜3500粒で、3〜6日おきに産卵を繰り返す。卵はやや楕円形で、粘質の糸で流れ藻などの

浮遊物に巻きつき、多数の卵が絡み合って葡萄状をなしてる。 

 

成長：卵は直径1.5〜2.2㎜で、水温15〜25℃の範囲でふ化し、水温20℃では10日前後でふ

化する。ふ化直後の魚（仔魚）の全長は6〜7㎜程度で、全長23.0㎜前後でおおむね成魚と

同様の体形となる。 

成長は、ふ化後6〜7カ月で体長20ｃｍに達する。秋から冬にかけて生まれた仔稚魚は、

翌年秋には体長20〜28ｃｍに成長すると考えられる。最近の耳石研究結果からサンマの寿

命は2年程度であると推定されている。体長20ｃｍ程度で成熟した卵巣を持つ個体が報告

されおり、飼育実験では、孵化後6カ月程度で産卵した例もある。 

 

食性：サンマの成魚は、主にカイアシ類、オキアミ類、ヨコエビ類などの動物プランクト

ンを食べ、消化管には胃がなく、腸管が食道部から直腸部まで直結している。 

 

2. さんま棒受け網漁業の歴史  

 我が国のさんま漁業は、約300年前に熊野灘で始まり、江戸時代後期になると大網（旋

網）が、外房一帯から伊豆沿岸にも普及し、盛期には数百帳（網数のこと）に達したとい

われている。さんま旋網漁業は明治時代まで200余年続いたが、操業に多人数を必要と 

し、漁場もごく沿岸に限られていたので、サンマの回遊の変動による豊凶の差が大きかっ

た。 

 明治末期になってサンマを目的とする流刺網が工夫され、後大正初期における漁船の動

力化・大型化による行動範囲の拡大した。1939年に千葉県の漁業者が、サンマが夜に光に

集まる習性を利用し開発したのがさんま棒受け網漁業の始りで、漁獲量は急増した。昭和

30年(1955年)には約50万トンの漁獲量になった。これは、戦中、戦後期に漁業資材の不足

する中、撒き餌を必要とせず、漁具の構造は簡単で操作が比較的容易で、魚体に傷をつけ 
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ないというさんま棒受け網漁業を兼業の裏作にと殺到したからである。着業船数も昭和22

年の600隻から昭和30年代の最盛期には2,400隻もの着業船があり、棒受網漁法は、昭和25

年(1950年)にはその割合が90%以上に達した。その後は多獲性魚類特有の豊凶の差による

魚価の不安定、漁場形成の変化、200浬経済水域等の国際規制の強化による鮭鱒、いか流

網の公海での操業禁止等により、3ヶ月間程度に操業が限られるさんま漁業は廃業や減船

等を余儀なくされ、また、資源管理の観点もあり現在のさんま漁業の許可隻数は約300隻

となっている。 

 

3. 漁場と漁獲動向 

(1)漁場：さんま棒受け網漁業の主漁場は、表面水温が12～18℃の海域に形成されるた 

め、海水温により漁場は移動する。 

８月中まではロシア海域が漁場の中心となり、９～11月は、根室からえりも岬沖にサンマ

が集まり盛漁期を迎える。オホーツク海域では、８月中旬頃に北部海域から次第に南下す

る。10～11月以降、漁場は三陸沖へと移動し、12月にかけて房総沖に漁場が移り終漁す

る。 

 

(2)漁獲の動向：我が国では、図3に示すように我が国のサンマ漁獲量は棒受け網の導入に

より1950年代の前半から急増し1960年頃には年間50万トン前後に達した。しかし1960年代

中頃から減少に転じ、1969年には約５万トンにまで落ち込んだ。その後漁獲は回復に向か

い1980年代後半から1990年中頃にかけては21～31万トンの比較的高い水準で安定していた

が、1998年以降、年々の変動が大きくなるも、ほぼ20万トン以上の漁獲が維持されてい

る。また、1997年以降は毎年TAC（漁獲可能量）が定められ資源管理が実施されている。 

しかし、ロシア、韓国、台湾なども棒受網で漁業を行っている。 
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図3  日本のさんま棒受け網漁業の漁獲量推移とTAC（総漁獲可能量） 
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Ⅴ 漁業の実態（概要） 

現在、サンマは、主に棒受網漁業により漁獲されており、北海道、岩手県、宮城県、福

島県、茨城県、千葉県に所属する漁船が主体で行われている。 

 

1. 管理体制と資源管理 

流刺網と旋網を使用する昭和8年（1933年）の農林省令「秋刀魚漁業ノ制限ニ関する

件」で規制されてきたが、平成13年（2001年）の水産基本法の制定を機に、漁業種類が見

直され、さんま漁業は、国が統一的に隻数等の総量規制を行うことが適当であるとされ、

平成14年（2002年）に「北太平洋さんま漁業」として指定漁業に移行した。1997年から、

サンマは国TAC（漁獲可能量）対象魚種に定められ資源管理が実施されている。毎年、国

が定めるサンマのTACを円滑に遵守するため、さんま漁業に着業予定の全ての漁業者によ

る協定を図り、国と業界（全国さんま棒受網漁業協同組合）が連携してTACの管理に当た

っている。 

 

当該申請企業は、地元漁協、「大船渡漁業協同組合」の組合員であり、県規模組織の

「岩手県近海漁船漁業協会（県サンマ）」に所属している。さらに、これら団体は全国レ

ベル組織の「全国さんま棒受網漁業協同組合（（社）全国さんま漁業協会）」に所属してお

り、サンマ資源の管理、漁獲管理を統一的に実施している。 

また、操業は各漁船が所属する船団毎に活動されており、業界の指示内容の確実な実行

が図られている。100～200トン級船団は、表1 に示す通り、5船団で、当企業所属の漁船

は、船により2つの船団にそれぞれ所属している。 

 

   表1  サンマ100～200トン級船団 

船団名 構成隻数 備考 

根室船団 16隻 第15,8三笠丸所属 

厚岸船団 5隻  

宮城船団 11隻 第18三笠丸所属 

福島船団 18隻  

千葉船団 5隻  

 

2. TAC実績 自主規制 

 サンマは、漁獲量が多く総水揚げに占める割合が高い魚であることから、「海洋生物資

源の保存および管理に関する法律」、通称TACで総漁獲量が制限されている。さらに、業界

（全国さんま棒受網漁業協同組合等）は「さんま漁業漁獲協定管理委員会」を組織し、漁
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獲可能量（TAC）管理要領を定め、漁船規模別の月別漁獲目標割合の設定、休漁処置（連

続して72時間を上限）、出入港時間の制限等を行い、資源管理と共に価格の維持安定を図

っている。また、操業前には水試等の調査結果を基に予報会議を開催し、漁場や資源動向

を把握し効率的な操業に努めている。本企業は全国サンマ棒受網漁業協同組合に所属して

おり、「さんま漁業漁獲協定管理委員会」にも参画してTACの誠実な実施や資源の維持・管

理に努めている。 

2010年の日本の漁獲量は、19.3万トンであり、約10年ぶりに20万トンを割り込んだ。水

産庁・水産総合研究センターの「我が国周辺水域の漁業資源評価」では、資源水準は、過

去のＣＰＵＥ（１操業あたりの漁獲量）の比較において、中位水準にあると判断され、資

源量動向は横ばいと判断されている。平成24年7月～平成25年6月のサンマTACは455,000ト

ン、このうち北太平洋さんま漁業に 335,000トンが割り当てられている。 

 

3. 許可の取得状況 

本企業の所有する3隻の漁船については、漁船法に基づく漁船登録が、岩手県知事から

交付されている。さんま漁業については、「北太平洋さんま漁業許可証」が農林水産大臣

から交付されている。 

 

4. 操業実態 

(1) 漁 具 

一般的棒受網操業の外観図は、図4 の通りである。主な漁具と漁撈機は、網、向竹、巻

揚げ機、集魚灯、探照灯、フィッシュポンプ、サイドローラー等である。集魚灯は、省エ

ネ化が図られ、白色LED電球及び青緑LED 電球400Wを3～4灯竿に取り付け舷側から張出海

面を照明する。竿数は35本、総電力は約55KWである.。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4  サンマ操業外観図（水産ポケットブックより） 
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(2) 漁 法 

さんま棒受け網漁業は、日没から夜明けにかけて行う。サンマは光に集まる習性（走光

性）が強く、一度光に集まると、同一方向に旋

回運動をし容易には離れないので、この習性を

利用して、漁獲する（図5）。さんま棒受網漁法

は舷側の灯火でサンマを集め、反対側の舷の海

中に下ろした網を風や潮を利用し、サイドスラ

スターで舷側から離して張る。機を見て集魚灯

を消して魚群を網側の灯火へ移し、昼光灯を消

して赤灯に切り変え、サンマが浮上密集した瞬

間に揚網する（図6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 漁獲量 

本企業の所有する3漁船の漁獲量の記録は、2011年3月11日の震災による津波で全てが消失

した。そこで、所属している全国さんま棒受網漁業協同組合に保管されている漁獲記録か

ら、過去3年間の船別、水揚げ港別、漁獲量実績を整理・解析した。所有漁船3隻の水揚げ

港は、図7 に示すようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5  サンマ操業中の集魚灯 

図7  鎌田水産所属船の水揚げ港の利用状況 

図6  サンマ操業模式図 A→B→C 
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5. 資源に関する規制、取り決め等の遵守 

(1) 資源管理制度と資源管理体制（組織） 

漁獲対象魚種のサンマは、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成8年法律第

77号）によるTAC（漁獲可能量）制度により国が管理している。国が定めたTACの実施の上

の詳細な資源管理措置のために、国と業界の連携により「さんま漁業漁獲協定管理委員

会」が組織されている。 

 

6. 記録の保管及び外部公表、関係者への啓発・普及活動 

(1) 漁獲成績報告書の制度概要と保管状況について 

 漁業許可書の条件により毎月の漁獲成績書は翌月に、所属している全国さんま棒受網漁

業協同組合（（社）全国さんま漁業協会）へ集約されて国へ提出される。書類は本企業及

び全国さんま棒受網漁業協同組合（（社）全国さんま漁業協会）に保管され、５年以上保

管される。 

 

(2) 公表体制 

 本企業が所属している（社）全国さんま漁業協会（全国さんま棒受網漁業協同組合）

は、ホームページで情報や漁業者、漁協、漁業関係団体等の多様な活動を紹介している。 

 

(3) 関係者への啓発・普及活動 

本企業が所属している（社）全国さんま漁業協会（全国さんま棒受網漁業協同組合）

は、さんま漁業に関する調査研究知識の普及と技術の向上に努めるとともに、さんま漁業

の生産の安定とさんま流通の合理化に貢献している。 

 

7．生態系への配慮 

(1)資源の生態学的視点からの研究 

①資源評価について 

 サンマ資源の場合、漁獲量の長期的な変動は資源量の変動を反映したものであり、約30

年の周期で大きな資源変動を繰り返すと言われる。サンマの資源変動は環境の変動による

ところが大きく、漁業の影響は比較的小さいと考えられている。 

国が中心となり、独立行政法人水産資源総合研究所、各県水産研究機関及び業界が連携し

て資源管理を推進している。 

 

②捕食関係 

 仔稚魚は、コペポーダのノープリウス幼生など微少な動物プランクトンを捕食し、成長

とともにしだいに大型の動物プラントンを捕食するようになる。成魚は、Calanus 

plumchrusなど大型コペポーダやツノナシオキアミを捕食し、餌生物も多様となる。主な
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索餌時間帯は、成魚の場合で日没後数時間程度とされている。 

 

(2)環境保全への取組 

①海上投棄防止対応状況 

 船内で飲食等で発生したゴミは持ち帰り、家庭の一般ごみとして処理することを企業と

して申し合わせをしている。海洋汚染防止を積極的に推進している。 

 

②自然環境保全対応状況 

  地域漁協の実施する漁港の清掃、漁港区域・漁村区域の清掃に積極的に参画してい

る。 

 漁業上不要物となった漁具等の処理は専門の業者に委託し適正に処分している。 

 

(3)無用な漁獲の軽減・回避 

 さんま棒受網漁法は、集魚灯を使うので、他魚種の混獲が心配される。しかし、漁法的

に操業過程の最終段階で、赤色灯（誘導灯）を点け、興奮しているサンマを落ち着かせ網

の中に集約させる。この時点の明るさは極めて弱く、サンマ以外の魚種が集魚、滞留する

可能性は少ない。また、本企業の所属船は100トン以上の大型船なので、幼、稚、仔魚が

分布する沿岸域から離れた海域を主な漁場とするため混獲魚は殆どない。 

 

サンマ棒受け網漁業認証のポイント（FAOガイドライン、パラ28～32関連） 

（１）管理システム（考慮対象魚種及び生態系への影響に関しての管理がしっかりしてい

るか？漁業者や地域の情報・知恵を含め適正な評価を考慮し管理しているか？） 

漁業法の指定漁業である。昭和8年の農林省令「秋刀魚漁業ノ制限ニ関する件」、以降、法

的に管理されている。平成9年以降は、国が統一的にTAC（総漁獲許容量規制）を行ってい

る。毎年、国が定める規制を遵守するため、国と業界が連携して「サンマ漁業漁獲協定管

理委員会」を組織し、漁業管理に当たっている。全漁業者の操業・漁獲情報は、毎日、船

毎に全国さんま漁業協同組合へ報告・集約されて国へ提出され、記録は５年以上保管され

る 

本企業の所有する3隻の漁船については、漁船法に基づく漁船登録が、岩手県知事から交

付され、サンマ棒受網漁業については、農林水産大臣から許可されている。 

 

（２）考慮対象魚種資源（資源レベルは適当か？枯渇レベルに近い場合は回復させる管理

をしているか？） 

我が国周辺水域で漁獲されるサンマは、北西太平洋に広く分布し、これらが秋季に日本近

海に来遊する。平成23年には東日本大震災の影響で漁船が減少したが、年間漁獲量は20万

トン程度とTACを守るとともに安定的に推移している。サンマの寿命は2年程度で、最短
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で、0.5年程度で産卵に至ると考えられる。寿命は短期間であるが、安定的な資源推移と

なっている。資源水準は、過去の「１操業あたりの漁獲量」の比較において、中位水準で

動向は横ばいと判断されている。 

 

（３）漁業が生態系に及ぼす重大な影響の考慮（対象魚種以外の魚類資源を混獲し絶滅の

危機にさらしていないか？その他の生態系に深刻な結果をもたらすと思われる悪影響はな

いか？その対応策は？） 

サンマ棒受網漁法は、集魚灯を使って、赤色の誘導灯で、サンマのみ網に集約させ、混獲

はほぼ皆無と言える。仔稚魚は、コペポーダのノープリウス幼生など微少な動物プランク

トンを捕食し、成長とともにしだいに大型の動物プランクトン（主にカイアシ類、オキア

ミ類、ヨコエビ類など）を食べており、他の魚介類に影響は与えていないと考えられる。 

船内で発生したゴミは持ち帰り、家庭の一般ごみとして処理している。古くなった漁具等

の処理は専門の業者に委託し処分している。 

 

サンマ棒受け網漁業認証に関する管理の特長 

サンマは、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律のTAC制度で管理されている。国と

業界の連携で管理委員会が設置され、毎日の漁獲報告を参考に、委員会が操業指示を決定

し、全船に通知している。管理委員会は頻繁に開催され、また、全国サンマ棒受網漁業協

同組合事務局が、ロシア海域を含め国、ロシア国、漁業者などの窓口として機能してい

る。 

漁獲成績書は国に提出され、また、全国サンマ棒受網漁業協同組合で保管している。サン

マの資源変動は環境の変化の影響が大きく、特に、黒潮続流域の表面水温が高い場合やエ

ルニーニョの起こっている場合に大型魚の資源豊度が高いと言われているが、資源全体は

安定的に推移している。国が中心となり、独立行政法人水産資源総合研究所、各県の試験

研究機関及び業界が連携して資源調査・研究をしている。なお、韓国、中国などの他の国

と連携した資源管理のあり方が話題となっている。 


